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実質公債費比率 13.3％

将来負担比率 89.6％

実質赤字比率 －

連結実質赤字比率 －

平
成
25
年
度

二
本
松
市
の
財
政

皆
さ
ん
が
納
め
た「
税
金
」を
は
じ
め
と
し
て
、「
市
の
財
産
」「
借

り
て
い
る
お
金
」「
国
・
県
か
ら
の
補
助
金
」な
ど
の
お
金
が
ど
の

よ
う
に
使
わ
れ
て
い
る
か
を
知
っ
て
い
た
だ
く
た
め
、
定
期
的

に
財
政
状
況
を
公
表
し
て
い
ま
す
。

■市税
市民税、固定資産税、軽自
動車税、入湯税等

■諸収入
各種貸付金元利収入等

■繰入金
基金（市の預金）を取り崩し
たお金等

■国庫支出金・県支出金
特定の事務事業のために国
（県）から交付されるお金

■地方交付税
地方公共団体の財源調整を
目的として国から交付され
るお金

■市債
市の事業や国の施策により
発行した借入金

歳入　415億2,266万円（前年比8.4％増）

繰越金

諸収入

繰入金

その他

県支出金

地方交付税

市債

国庫支出金

地方譲与税・交付金

市税 59億7,508万円（14.4％）

25億4,640万円（6.1％）

9億7,899万円（2.4％）

5億4,310万円（1.3％）

3億1,606万円（0.8％）

2億6,912万円（0.6％）

131億5,197万円（31.7％）

自
主
財
源（
25・６
％
）

依
存
財
源（
74・４
％
）

104億3,548万円（25.1％）

32億9,764万円（8.0％）

28億3,942万円（6.8％）

11億6,940万円（2.8％）

分担金・負担金
使用料・手数料

決
算
の
概
要

　
歳
入
で
は
、
県
支
出
金
の
う
ち

除
染
対
策
事
業
交
付
金
が
増
加
し

た
ほ
か
、
そ
の
他
の
歳
入
の
う
ち
、

土
地
の
売
払
等
で
財
産
収
入
が
増

加
し
ま
し
た
。
一
方
で
国
庫
支
出

金
や
分
担
金
・
負
担
金
、使
用
料
・

手
数
料
な
ど
は
減
少
し
ま
し
た
。

　
歳
出
で
は
、
住
宅
除
染
事
業
の

実
施
等
に
よ
り
、
衛
生
費
が
増
加

し
た
ほ
か
、
大
雪
に
係
る
除
雪
対

策
費
の
増
等
に
よ
り
、
土
木
費
が

増
加
し
ま
し
た
。

一般会計決算額
歳入総額　 415億2,266万円
歳出総額　 395億7,930万円
差引　　　　 19億4,336万円
平成26年度へ繰り越すべき財源
　　 　9億3,566万円
実質収支額　　 10億770万円

財
政
健
全
化
判
断
比
率

　
財
政
健
全
化
法
の
規
定
に
基
づ

き
、
健
全
化
判
断
比
率
等
を
お
知

ら
せ
し
ま
す
。

実
質
公
債
費
比
率

　 

実
質
的
な
借
入
金
の
返
済
額
が
、

標
準
的
な
収
入
に
対
し
て
ど
の

く
ら
い
に
な
る
の
か
を
示
す
指

標
。
25
％
を
超
え
る
と
一
部
の

市
債
発
行
が
制
限
さ
れ
ま
す
。

将
来
負
担
比
率

　 

実
質
的
な
負
債
の
残
高
が
、
標

準
的
な
収
入
に
対
し
て
ど
の
く

ら
い
の
割
合
に
な
る
の
か
を
示

す
指
標
。
３
５
０
％
を
超
え
る

と
、
早
期
健
全
化
団
体
と
な
り

ま
す
。

実
質
赤
字
比
率
、
連
結
実
質
赤
字

比
率

　 

赤
字
だ
っ
た
場
合
の
標
準
財
政

規
模
に
占
め
る
赤
字
の
割
合
。
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歳出　395億7,930万円（前年比10.7％増）

衛生費

民生費

総務費

土木費

教育費

公債費

農林水産業費

商工費

災害復旧費

消防費

議会費

その他

116億9,806万円（29.6％） 

64億7,039万円（16.3％）

41億6,139万円（10.5％） 

38億2,318万円（9.7％） 

35億9,354万円（9.1％） 

28億7,080万円（7.2％）

23億5,629万円（6.0％）

17億9,679万円（4.5％）

14億3,690万円（3.6％）

9億1,589万円（2.3％）

2億6,718万円（0.7％）

1億8,889万円（0.5％） 

市
民
１
人
当
た
り
に

換
算
す
る
と
…

１
人
当
た
り
の
市
税
負
担
額

10
万
２
，
４
９
２
円

１
人
当
た
り
に
使
わ
れ
た
お
金

67
万
８
，
９
１
４
円

※ 

平
成
26
年
１
月
１
日
現
在
の
住

民
基
本
台
帳
人
口（
５
８
，
２

９
８
人
）を
基
準
に
し
て
い
ま

す
。

　
平
成
25
年
度
決
算
の
詳
細
に
つ

い
て
は
、
決
算
書
お
よ
び
関
連
資

料
を
企
画
財
政
課（
市
役
所
４
階
）

の
ほ
か
、
各
支
所
、
住
民
セ
ン

タ
ー
、
公
民
館
、
図
書
館
に
備
え

付
け
て
い
ま
す
の
で
閲
覧
く
だ
さ

い
。

市
債
の
残
高
に
つ
い
て

■衛生費
住宅除染、各種検診、
予防接種、ごみ処理な
どの経費
■民生費
福祉、生活保護、子育
て支援などの経費
■総務費
自治振興、庁舎などの
管理、選挙などの経費
■土木費
道路や河川等の整備、市
営住宅管理などの経費
■教育費
学校教育や生涯学習
（社会教育）などの経費
■公債費
市の借金の返済などの
経費
■農林水産業費
農林業の振興、農林道
の整備などの経費
■災害復旧費
東日本大震災、豪雨災
害などの復旧や除染の
経費

※ 歳出総額には、除染
関連支出約105億円が
含まれています。

復旧・復興事業
生活空間等の除染
○放射能除染事業

　91億4,425万円
○ 畜産原発事故対策事業（草地
除染等）

　9億9,715万円
○ 公共土木施設原発事故対策事
業（市道除染）

　2億9,862万円

災害復旧工事
○ 文化財災害復旧事業（二本松
城跡石垣復旧）

　5,278万円

市民の健康管理対策
○屋内遊び場運営事業

　1,892万円
○ 放射線対策事業（内部および
外部被ばく調査等）

　4,245万円

人を育てるすこやかなまちづくり

○ 子ども医療費助成事業（18歳
まで）

　2億3,914万円
○ いわしろさくらこども園整備
事業

　4億2,072万円

安全・安心
市民の暮らしを支えるまちづくり

○ 交通対策事業（コミュニティ
バス運行事業等）

　1億5,938万円
○ 消防施設等整備事業

　9,066万円

会　計 残　　高 市民１人当たり

一般会計 308億4,665万円 52万9,120円

特別会計 45億9,203万円 7万8,768円

企業会計 110億9,185万円 19万261円

合　計 465億3,053万円 79万8,149円

■主な施策の決算概要

▲二本松地区隊第１分団第１部本町屯所
　消防ポンプ自動車

▲いわしろさくらこども園


